
 

 水島コンビナートにおけるカーボンニュートラルの取組について 

 

水島コンビナートでは、令和５年３月に策定した「2050年カーボンニュートラル実現に向けた

取組方針」に基づき、関係者が連携し、カーボンニュートラルに向けた取組を実施しているとこ

ろであり、活動状況について報告する。 

 

１ 水島コンビナート発展推進協議会カーボンニュートラルネットワーク会議 

水島コンビナートのカーボンニュートラルに向けた取組について、情報を共有し議論する組

織として設立（令和４年 11月 24日） 

（１）参加機関 

立地企業 11社、金融機関３行、大学、国、岡山県、倉敷市等 20団体 

旭化成㈱、岩谷瓦斯㈱、ＥＮＥＯＳ㈱、㈱クラレ、ＪＦＥスチール㈱、中国電力㈱、 

日本ゼオン㈱、水島ガス㈱、三菱ガス化学㈱、三菱ケミカル㈱、三菱自動車工業㈱、 

㈱日本政策投資銀行、㈱中国銀行、㈱トマト銀行、岡山大学、中国地方整備局、 

中国経済産業局・(一社)中国経済連合会(オブザーバー)、県・倉敷市(事務局) 
 

（２）直近の開催実績 

   令和７年７月 16日開催 

 

２ 令和６年度の取組状況 

  カーボンニュートラルコンビナート部会(令和５年６月設置)の下に、水素・ＣＣＵ〔※1〕

関連ＷＧと電力関連ＷＧを設置(令和６年４月)し、水島コンビナートにおけるＣＯ２削減量

や将来の電力需要の推計を実施した。 

（１）ＣＯ２削減量の推計 

    2022年のＣＯ２排出量 2,860万ｔのうち、2050年には省エネ、水素・ＣＣＵや電力の

脱炭素化等により 2,220万ｔが削減可能であり、残り 640万ｔをＣＣＳ〔※2〕の対象と

することで、カーボンニュートラルの達成が可能であることが見込まれた。 

（２）電力需要の推計 

カーボンニュートラル実現に向けた電化の推進、ＣＣＵ・ＣＣＳ等の新規導入によ

り、2050年には、電力需要は現状の２倍程度（2022年 130億 kwｈ/年→2050年 247億

kwｈ/年）になることが見込まれた。 
 
※1 二酸化炭素を回収・利用する技術 (Carbon dioxide Capture and Utilizationの略) 

※2 二酸化炭素を分離・回収し、貯留する技術 (Carbon dioxide Capture and Storageの略) 
 
３ 今後の取組方針 
 
  水素・ＣＣＵ関連ＷＧ、電力関連ＷＧのそれぞれにおいて、さらなる検討を進める。 
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